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過去最高益 キッコーマンの意外な利益構成 
右肩上がりの成長を支えるビジネスモデル 
 

 キッコーマンが発表した2019年3月期の売上

高は、前期比5.3％増の4,535億円。営業利益は

同5.2％増の384億円、純利益は同9％増の259億

円といずれも過去最高を更新。国内外とも好調

だが、特に海外での伸びは凄まじい。売上高

4,535億円のうち2,730億円が海外での売上で、

営業利益に及んでは、実に7割以上が海外に起因

している。 

 なぜ海外でここまで成功しているのか。その

要因は、醤油という調味料単体で勝負していな

いこと。もちろん、醤油自体の売上も伸びてお

り、ここ40年間の販売数量平均伸び率は7.8％に

も上る。しかし、より成功に貢献しているのは

卸売事業だ。今期は1,921億円の売上高を記録

し、すでに全体の4割以上を占める規模にまで成

長。もはや主要事業と言っても差し支えないレ

ベルだ。 

同社がこの取り組みをはじめたのは、ちょう

ど50年前のこと。1969年に米・ジャパン・フー

ド社（現・JFCインターナショナル）の経営に参

画し、日本食を広めるソリューション型のビジ

ネスを地道に展開、現在の繁栄の基礎を築いて

きた。JFCインターナショナルは今や、全米21拠

点を擁し、1万アイテム以上の商品を取扱ってい

る。 

日本食が世界的にブームになっているのは周

知の事実だが、同社の取り組みが多少なりとも

貢献しているのは間違いない。単に販売するの

ではなく、スタイルとカルチャーを意識したソ

リューションを提案することの大切さを、キッ

コーマンのビジネスモデルは教えてくれてい

る。 

 

路線価は７月１日11時公表予定 
４年連続で上昇することが確実視 

 

2019年分の路線価は、７月１日（月）11時から

全国の国税局・税務署で公表される予定となって

いる。路線価は、相続税や贈与税における土地等

の評価額算定の際の基準となるもの。昨年７月に

公表された2018年分の路線価では、標準宅地の前

年比の変動率の平均が前年比0.7％増となり、３

年連続で上昇している。路線価は、１月１日を評

価時点に、公示価格の８割程度が目安とされてい

る。 

その今年１月１日時点の公示地価は、国土交通

省が今年３月に公表したが、全国平均（全用途）

で前年比1.2％プラスと４年連続で上昇し、住宅

地は＋0.6％と２年連続で上昇、商業地も＋2.8％

と４年連続で上昇。また、三大都市圏以外の地方

圏でも住宅地が1992年以来27年ぶりに＋0.2％と

上昇に転じるなど、全国的に地価の回復傾向が

広がっている。こうした公示地価の状況から、

路線価も４年連続で上昇することが確実視され

ている。 

ところで、この路線価は、古くは路線価図等

（冊子）を国税局・税務署に備え付けていたが、

現在では冊子での路線価図等の制作をやめ、ホ

ームページ上で公開している。 

国税局や税務署の窓口には、路線価図等閲覧

用のパソコンが設置されている。混雑時は待つ

必要も出てくるが、自宅や会社のパソコンから

国税庁のホームページの「路線価図等の閲覧コ

ーナー」にアクセスすれば、従来どおり、全国

の過去７年分の路線価図等を見ることができ

る。 

 


